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 資料７－１  

財務計画チーム作成 

 

平成１８年度第３四半期の再資源化預託金等の資産構成及び運用成果の評価 

 

本評価は、資金管理法人の業務を行う財団法人自動車リサイクル促進センター資金管

理センターにおいて、財務計画チームが作成した平成１８年度再資源化預託金等運用計

画に基づき運用チームが実行した平成１８年度第３四半期の再資源化預託金等の運用の

結果について、経理チーム及び総務チームの検証も経たうえで財務計画チームが行うも

のである。 

 

１．平成１８年度第３四半期の再資源化預託金等収支実績（現金受渡ベース）及び運用可

能額 

 

（単位：億円） 

  実績(a) 計画(b) (a) - (b) 

新車購入時預託 147 170 △ 24

継続検査時等預託 607 637 △ 30

引取時預託 47 22 24

運用収入 15 16 △ 1

債券満期償還金 28 28 0

収入 

(A) 

収入合計 844 874 △ 30

預託金払渡支出 66 60 5

預託金輸出返還支出 9.7 8.0  1.8

他会計への繰入金支出 0 0 0

支出 

(B) 

支出合計 75 68 7

前期末入金額(C) 44 41 3

前期未運用額(D) 0.25 0.00 0.25

今期末入金額(E) 44 53 △ 9

今期運用可能額(A)-(B)+(C)+(D)-(E) 769 795 △ 25
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２．平成１８年度第３四半期の再資源化預託金等債券運用実績 

 

３．平成１８年度第３四半期末における資産構成の評価 

平成１８年度第３四半期末における償却原価法による償却後の保有債券簿価残高は下記

のとおり。（１）ラダー型の資産構成については構築の途上にあるが、（２）市場における

種別構成比に準じた資産構成はついては平成１８年度再資源化預託金等運用計画にお

ける平成１８年度末の資産構成目標に沿った構成比となっている。 

 

（１）ラダー型の資産構成 

①平成１８年度第３四半期末における保有債券年限別構成比実績 

 

 

（単位：億円）

767 100.0%

国債 589 76.7%

政府保証債 65 8.5%

地方債 49 6.4%

社債 46 6.0%

財投機関債 13 1.7%

金融債 5 0.6%

債券取得額

経過利息（注１）

未運用額（注２）

運用可能額

1.25

0.64

769

実績(a)
本年度末
目標(b)

(a)-(b)

１年 平成19年度 42,725,915,649 － － －

２年 平成20年度 65,944,698,934 11.3% 11.1% 0.2

３年 平成21年度 65,976,448,640 11.3% 11.1% 0.2

４年 平成22年度 65,943,394,978 11.3% 11.1% 0.2

５年 平成23年度 65,968,185,014 11.3% 11.1% 0.2

６年 平成24年度 65,989,540,394 11.3% 11.1% 0.2

７年 平成25年度 65,903,405,081 11.3% 11.1% 0.2

８年 平成26年度 66,085,875,367 11.3% 11.1% 0.2

９年 平成27年度 65,993,997,147 11.3% 11.1% 0.2

１０年 平成28年度 55,459,914,519 9.5% 11.1% △ 1.6

計 625,991,375,723 100.0% 100.0%

保有債券
簿価残高

（円）

構成比
年限

(本年度末基準)
債券満期
償還年度
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②平成１８年度第３四半期における年限１０年の債券の取得について 

平成１８年度末にラダー型の資産構成を完成させることを目標とし、平成１８年

度第３四半期においては、平成１８年度における年限１０年の債券への配分見通し

額７１０億円の約２８％の約２０１億円を取得した。（別添イメージ図参照） 

 

（２）市場における種別構成比に準じた資産構成 

平成１８年度第３四半期末における保有債券種別構成比実績 

（※）償却原価法について 

      債券を額面より高い価額で取得した場合には、償還時に額面と取得価額の差額

相当分の償還差損が発生し、額面より低い価額で取得した場合には、償還時に額

面と取得価額の差額相当分の償還差益が発生する。償却原価法とは、この差損益

の計上に際して、償還時に一度に計上しないで、償還日までの期間に応じて均等

に償却する方法。 

 

４．平成１８年度第３四半期の運用成果の評価 

平成１８年度末にラダー型の資産構成及び市場における種別構成比に準じた資産構

成を完成させることを目標に運用した結果、平成１８年度第３四半期に取得した債券の

実績最終利回りは１．３７％となっており、概ね市場の金利を踏まえたものとなってい

る。 

 

◎実績最終利回り 

平成１８年度第３四半期に取得したそれぞれの債券の最終利回り（単利）（注３）をそ

れぞれの取得価額で加重平均したもの。 

◎評価指標利回り 

平成１８年度第３四半期の市場における日々の１０年利付国債の２年から１０年ま

での各年限の最終利回り（単利）（出所：ＱＵＩＣＫ）を、平成１８年度第３四半期におけ

る各年限の債券の取得比率実績により加重平均したもの。 

 

実績最終利回り(a) 評価指標利回り(b) (a) - (b) 

１．３７％ １．３１％ ０．０６ 

実績(a)
本年度末
目標(b)

(a)-(b)

国債 481,536,976,302 76.9% 76.9% 0.0

政府保証債 55,296,649,749 8.8% 8.8% 0.0

地方債 37,175,636,711 5.9% 5.9% 0.0

社債 35,275,172,544 5.6% 5.6% 0.0

財投機関債 11,795,259,225 1.9% 1.9% 0.0

金融債 4,911,681,192 0.8% 0.8% 0.0

計 625,991,375,723 100.0% 100.0%

構成比

債券種別
保有債券
簿価残高

（円）
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【参考】平成１８年度第３四半期の市場における日々の１０年利付国債の残存年数別最終

利回り（単利）（出所：ＱＵＩＣＫ）の単純平均値 

2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10 年 

0.75% 0.91% 1.06% 1.21% 1.34% 1.43% 1.53% 1.62% 1.71% 

 

 

（注１）経過利息 

利付債券を売買するとき、債券の買い手は前回利払日の翌日から受渡日までの

日数（経過日数）について日割計算された利息相当分を債券の売り手に支払う。この

利息相当分を経過利息という。 

 

（注２）未運用額 

未運用額とは、当該四半期における【運用可能額】と【債券取得額及び経過利息支

払額の合計額】の差額であり、債券の取得を次の四半期に繰り越した額である。機

関投資家の債券の売買は額面１億円以上で行われることが多い。このため、当該四

半期における運用可能額が１億円未満となった場合において、１億円未満の債券を

当該四半期中に機動的に取得することが困難であるときは、債券の取得を次の四半

期に繰り越すことがある。 

 

（注３）最終利回り（単利）の計算式 

   額面－取得価額    

 
年利息 ＋

残存年数  最終利回り（単利） 

（年当たり） 
＝ 

取得価額 
× １００（％）

（※）最終利回り（単利）とは、債券取得時点から償還までに受け取る利息と債券の取得

価額が額面を上回っている場合又は下回っている場合の償還損益の合計額が、１年

当たりで取得価額に対してどれだけの割合になるかを表したもの。 

 

以上 


